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2-5-2 コミュニティ開発支援無償資金協力の適用 

(1) 市場の衛生環境改善 

 公共市場の衛生環境改善に当り、ンドラ、キトウェ両市から協力要請のある上水施設（深井戸掘

削を含む）と公衆トイレの整備、アーケードと休憩所の設置、場内舗装・雨水排水整備、それにア

プローチ道路の整備は、「貧困、飢餓、疫病等、人命や安全な生活への脅威に直面するコミュニティ

の総合的能力開発の支援」を目的とするコミ開無償の趣旨に合致するものであると考える。 

 また、これらの工事はザンビア国の現地仕様で一般的に行われている土木・建築プロジェクトの

技術レベルでも十分に実施可能であり、複数の現地工事業者による競争性とコスト縮減を期待でき

る事業である。アーケードの骨組み材料に想定される型鋼を始めとした建築材料、揚水用の水中モ

ータポンプや配水用の配管材料、便器等衛生設備、照明器具等電気設備等については国内流通市場

あるいは輸入代理店を通じて全て調達可能である。場内舗装の範囲については本格調査で詳しく調

査・検討する必要があるが、本予備調査では公共市場内の歩道・車道・駐車場スペースのみを想定

している。 

 さらに、コミ開対象の舗装については、アスファルトプラントが不要であり、舗装劣化の主要因

である重車両の通行量が極めて少ないことから判断して、DBST 簡易舗装でも十分に耐用できるも

のと判断する。 

 以上より、市場の衛生環境改善については、現地業者の活用を前提としたコミ開無償の適用を提

案する。コミ開無償を適用するに当り、市場環境改善の事業優先度は表 2-5-6 に示す通り点数付けを

して評価を行ったが、事業の趣旨を考慮して低所得者の利用者が多く衛生状態の悪い市場の優先度

を高くしている。この評価を基に、優先度を 4 グループに分割し、さらに第 1 優先グループの中で

特に優先度の高い市場を区分し下表に取りまとめた。 

表 2-5-5 市場の衛生環境改善整備の優先度 

市場名 
整備優先度とその理由 

ンドラ市 キトウェ市

最優先 Main Masala Ipusukilo 第 1 優先 
店舗数・利用者が極めて多く衛生上にも問題がある。 
コレラ等疫病発生率が極めて高く、緊急的な整備を要す
る市場を最優先とし、疫病発生率が若干低い市場を次優
先とする。 

次優先  Kwacha 

第 2 優先 
店舗数・利用者が次いで多く衛生上にも問題がある。 

Mushili Chamboli 

第 3 優先 
衛生状態に問題が多いが店舗数･利用者が多くない。 

Lubuto, 
Kansengu, 
Kabushi 

Twatasha, 
Chipata 

第 4優先 

店舗数が少なく混雑もしておらず、高所得層の地域に位置して
おり、コミ開無償には適さないと判断される。 
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(2) コミ開無償を適用した対象道路の整備 

 道路改修を行う事により低所得者地域の公共市場へのアクセスが向上する道路をコミ開無償の対

象とし、整備優先度については市場の整備優先度に合致させた。表 2-5-7 に第 1 優先道路までを一般

無償で実施した場合のコミ開無償対象道路を示す。また、表 2-5-8 に第 2 優先道路までを一般無償で

実施した場合のコミ開無償対象道路を示す。 

 コミ開無償対象道路の舗装については、舗装劣化の主要因である重車両の通行量が 100 台以下と

極めて少ないことから判断して、DBST 簡易舗装でもある程度耐用できるものと判断する。さらに

DBST の場合、アスファルトプラントが不要となり、アスファルトコンクリート舗装（本格舗装）

に比べ経済的である。側溝には耐用性を向上させるためにコンクリートライニングを施し、歩道に

ついても DBST 簡易舗装とし、車道端部には縁石を設ける。コミ開無償に適用する標準道路断面を

図 2-5-3 のタイプ D に示す。 

表 2-5-7 第 1 優先道路までを一般無償で実施した場合のコミ開無償の対象道路 

市場名 道路名 

ンドラ キトウェ 

延長(km) 延長(km) 

市
場
優
先
度 

ンドラ キトウ

ェ 道路名 
単 累加

道路名 
単 累加

合計
累加

延長
(km)

最
優
先

Main 
Masala Ipusukilo Kawambwa Road 1.6 1.6 Ipusukilo 0.8 0.8 2.4第

１
優
先 

次
優
先

- Kwacha - - 1.6 Chilonga Mukwae 2.7 3.5 5.1

第
２
優
先 

Mushili Chamboli Mushili ｱﾌﾟﾛｰﾁ道路 0.2 1.8 Lwanshimba 
Westmain 3.5 7.0 8.8

第
３
優
先 

Lubuto, 
Kansengu, 
Kabushi 

Twatasha, 
Chipata 

Peter Chibesakunda, 
Mindolo Road, 
Kansengu ｱﾌﾟﾛｰﾁ道路,
Chitimukulu Road, 
Kabushi ｱﾌﾟﾛｰﾁ道路 

1.1
1.9
0.2
1.6
0.5

7.1
Racecource 
Twatasha, 
Almalik Street 

 
2.9 

 
1.6 

 

11.5 18.6

第
４
優
先 

North Rise - Fitente Road, 
North Rise ｱﾌﾟﾛｰﾁ道路

1.4
0.5 9.0 - - 11.5 20.5
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表 2-5-8 第 2 優先道路までを一般無償で実施した場合のコミ開無償の対象道路 

市場名 道路名 

ンドラ キトウェ 

延長(km) 延長(km) 

市
場
優
先
度 

ンドラ キトウ
ェ 道路名 

区間 累加
道路名 

区間 累加

合計
累加

延長

(km)
最
優
先 

Main 
Masala 

Ipusukilo - - - Ipusukilo 0.8 0.8 0.8第
１
優
先 

次
優
先 

- Kwacha - - - Chilonga Mukwae 2.7 3.5 3.5

第
２
優
先 

Mushili Chamboli Mushili ｱﾌﾟﾛｰﾁ道路 0.2 0.2
Lwanshimba 
Westmain 

3.5 7.0 7.2

第
３
優
先 

Lubuto, 
Kansengu, 
Kabushi 

Twatasha, 
Chipata 

Mindolo Road, 
Kansengu ｱﾌﾟﾛｰﾁ道路,
Kabushi ｱﾌﾟﾛｰﾁ道路, 

1.9
0.2
0.5

2.8
Racecource 
Twatasha, 
Almalik Street 

 
2.9 

 
1.6 

 

11.5 14.3

第
４
優
先 

North Rise - 
Fitente Road, 
North Rise ｱﾌﾟﾛｰﾁ道

路 

1.4
0.5 4.7 - - 11.5 16.2

 

(3) 道路維持管理用機材の調達 

 調達機材の選定にあたっては、ンドラ、キトウェ両市から要請された道路維持管理機材の内、プ

ロジェクト完了後の道路補修に必要な最小限の機材に限定する必要がある。 

表 2-5-9 道路維持管理用機材の供与(案) 

市
名 

機械名(主な仕様)* 用途 
要請数

/都市

供与数

(案)/都市
選定理由 

1. ハンドガイド式振動ローラ 
（運転質量 0.8ton 級） 

舗装補修 1 台 1 台 

比較的大きく拡大してしまっ
た舗装破損補修時の瀝青材料
の締固めに必要であるので要
請は妥当である。 

2. プレートコンパクタ 
（運転質量 80kg 級） 

舗装補修 3 台 2 台 

小さなポットホール補修時の
瀝青材料の締固めに必要であ
るので要請は妥当であるが、
必要最小限の供与に限るので
1 台減じて 2 台とする。 

ン
ド
ラ
及
び
キ
ト
ウ
ェ 3. アスファルトエンジンスプ

レーヤ 
（散布能力 25 liter/min 級） 

舗装補修 3 台 2 台 

瀝青乳剤の散布は補修工程の
一つであるので要請は妥当で
あるが、必要最小限の供与に
限るので 1 台減じて 2 台とす
る。 



 

- 54 - 

4. 給水車 
（容量 1,000 liter 級） 

舗装補修 1 台 対象外 

小規模補修時に必要な水タン
クはドラム缶程度でも十分で
もある。従って、協力対象外
とする。 

5. クレーン付トラック 
（積載荷重 3ton 級、ｸﾚｰﾝ能力

2.9ton 級） 
補修機械運搬 1 台 1 台 

機材積込・運搬には必要であ
るでの要請は妥当である。 

6. 高所作業車 
（積載荷重 2ton 級、作業床高

10m 級） 
街灯補修 1 台 対象外 

本プロジェクトで要請された
街灯の数はンドラの 1 ヶ所の
みで、また現況設置数も少な
いので要請の妥当性に欠け
る。 

7. バックホウ 
（山積 0.13m3 ﾊﾞｹｯﾄ級） 

排水路維持 1 台 対象外 

プロジェクト対象道路の側溝
はコンクリートライニングす
ること、また既存道路排水路
の維持管理は、沿道住民によ
る草刈や清掃作業でも十分に
対応できるものと思われるの
で、今回は協力対象外とする。

8. コンピュータ・プリンタ 
（ﾃﾞｽｸﾄｯﾌﾟﾊﾟｿｺﾝ、Windows XP 
Pro.、A3 ｶﾗｰﾚｰｻﾞﾌﾟﾘﾝﾀ） 

道路台帳等管理 2 ｾｯﾄ 2 ｾｯﾄ 

道路の維持・管理に不可欠な
道路台帳等が古い書類のまま
で体系的に管理されておら
ず、担当部局の所有するパソ
コンの数も極めて少ない。従
って、電子化による効率的管
理を図るために、要請内容は
妥当である。 

*：（ ）内の主な仕様については予備調査団の提案であり、本格調査時に精査が必要。 

 

2-5-3 要請対象の設計・工事仕様 

 ザンビア国の公共事業・供給省 道路局(Roads Department)では以下のような道路設計・仕様書を適

用している。 

• 線形設計：Recommendations on Road Design Standards, Geometric Design of Rural Roads, 1994 

• 舗装設計：Pavement Design Guide, 1994 

• 道路・橋梁工事共通仕様：Standard Specifications for Roads and Bridges, 1994 

 これらの設計・仕様書は、南部アフリカ交通運輸委員会(SATCC: Southern Africa Transport and 

Communications Commission)が南部アフリカ開発調整会議(Southern African Development Coordination 

Conference : SADCC)に加盟する 9 ヶ国が運用するそれぞれの道路設計基準及び工事仕様の統一を図

るために編集した手引書で、1987 年に初版が発行されている。加盟各国それぞれの設計基準書の改

訂時、本手引書の内容を編入することが期待されている。ザンビア国ではこれらの手引書を設計・

仕様書として準拠することになっているが、不十分な事項についてはアメリカ全州道路運輸行政官

協会(AASHTO)や全米アスファルト舗装協会(NAPA)の設計基準書を国際規格として採用して良いこ

とになっている。アスファルト舗装設計に当り、Pavement Design Guide, 1994 の設計手法は AASHTO

に準じている。また、交通量の伸び率の標準値を年 5%、舗装の設計寿命は 15 年を越えないことと

している。 
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2-5-4 概算事業費 

(1) 一般プロジェクト無償資金協力事業費 

① 道路改修事業費 

 2005 年に積算された道路事業の実績を基に現地から要請のあった道路断面に対し、工事費（直接

工事費+間接工事費）を試算した結果、7,200 万円/km となっている。昨年中盤（5 月～8 月）までの

燃料費（ディーゼル）は US$1.1～1.2/litter であったが、今年中盤（5 月～8 月）には US$1.4～1.5/litter

となっており、20%程度値上がりしていることから、平均値として 10%の変動があり得るものと考

え 7,900 万円/km とする。これにコンサルタントフィーを暫定的に 10%としたものを総事業費の単価

と考える場合、約 8,700 万円/km となる。 

 この前提に基づき、一般無償の対象事業を道路改修の優先度毎に試算した結果を下表に示す。第 1

優先の 23.6 km を対象道路とした場合、総事業費 21 億円程度となる。 

なお、キトウェ市の Dr. Aggrey Avenue (South)や Ipusukilo 改修時には、水路を横断するためのカルバ

ートが追加で必要となることから、それぞれ 2,000 万円、300 万円程度の事業費が増加するが、総事

業費に占める割合としては小さいため、上記に含まれるものとする。 

表 2-5-10 道路改修の優先事業毎の事業費 

累加道路延長（km） 
道路改修の優先事業 

ンドラ キトウェ 合計 

累加事業費

(億円) 

第１ 
優先 

地域間道路あるいは経済道路として公共性・
事業効果が高い道路 

11.7 11.9 23.6 21 

第２ 
優先 

上記道路に加え、道路改修後、公共性が高ま
る可能性が高く、事業効果を期待できる道路

23.1 14.4 37.5 33 

第３ 
優先 

上記道路に加え、低所得住居地域に位置し、
市街化が進んだ場合、事業効果が期待できる
が、現状では道路周辺地域の事業効果が中心
となる道路 

28.4 27.6 56.0 49 

第４ 
優先 

上記道路に加え、低所得住居地域以外に位置
し、市街化が進んだ場合、事業効果が期待で
きるが、現状では道路周辺地域の事業効果が
中心となる道路 

29.8 32.3 62.1 54 

 

② 道路側溝排水先の排水路改修費（流末処理） 

 キトウェ市の第１優先事業である Matuka Avenue の流末排水路の改修、ならびに第 3 優先事業の

Racecourse Twatasha の流末排水路の移設に当り、現地での実績を基に試算した事業費は下表の通り

である。この事業費には直接工事費・間接工事費及びコンサルタント経費を含んでいる。 
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表 2-5-11 側溝排水先の流末処理事業費 

市
名 

流末排水路 
道路改修
の優先度

側溝排水先の流末排水路の改修 
事業費
(億円)

Matuka Avenue 流末
排水路(L=1.2 km) 

第１優先

 側溝改修による下流排水路への影響は僅か
であるが、下流排水路周辺が常襲浸水地域であ
るため、排水路改修が望まれている。予備調査
では幅 3.0 m×高さ 1.5 m程度の矩形鉄筋コンク
リートフリューム水路への改修を想定して事
業費を試算した。 

1.0 
キ
ト
ウ
ェ
市 

Racecourse Twatasha
流末排水路(L=1.4 
km) 第３優先

 側溝改修による下流排水路への影響は僅か
であるが、下流排水路が民地を流下しており、
公共用地（道路沿い）への付け替えが望まれて
いる。予備調査では上幅 3.0 m×高さ 1.0 m 程度
の台形コンクリートライニング水路への移設
を想定して事業費を試算した。 

0.2 

 

(2) コミュニティ開発支援無償資金協力事業費 

① 市場の衛生環境改善及び道路整備 

表 2-5-12 第 1 優先道路までを一般無償で実施した場合のコミ開無償の事業費 

累加市場数 累加道路延長(km) 累加事業費(億円)1) 市場 
整備 

優先度 ﾝﾄﾞﾗ ｷﾄｳｪ 合計 ﾝﾄﾞﾗ ｷﾄｳｪ 合計 
市場の 2) 
衛生環境
改善整備 

道路 3) 
整備 合計 

最

優

先 
1 1 2 1.6 0.8 2.4 1.1 1.8 2.9第

１ 
優
先 

次

優

先 
1 2 3 1.6 3.5 5.1 1.4 3.7 5.1

第２ 
優先 2 3 5 1.8 7.0 8.8 2.0 6.4 8.4

第３ 
優先 5 5 10 7.1 11.5 18.6 2.6 13.6 16.2

第４ 
優先 6 5 11 9.0 11.5 20.5 2.7 15.0 17.7

1)： 直接工事費、間接工事費及びコンサルタント経費を含む。 
2)： 市場の衛生環境改善整備事業費は、上水施設（深井戸掘削を含む）、公衆トイレ、休憩所、場内舗装・雨

水排水整備を含み、アーケード設備費は含んでいない。また、場内舗装は歩道・車道・駐車場に対して

行う。 
3)： 道路延長及び道路整備事業費は市場近隣対象道路及びアプローチ道路を含む。 
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表 2-5-13 第 2 優先道路までを一般無償で実施した場合のコミ開無償の事業費 

累加市場数 累加道路延長(km) 累加事業費(億円)1) 

市場 
整備 
優先度 

ﾝﾄﾞﾗ ｷﾄｳｪ 合計 ﾝﾄﾞﾗ ｷﾄｳｪ 合計 
市場の 2) 
衛生環境
改善整備 

道路 3) 
整備 合計 

最

優

先 
1 1 2 - 0.8 0.8 1.1 0.6 1.7第

１ 
優
先 

次

優

先 
1 2 3 - 3.5 3.5 1.4 2.6 4.0

第２ 
優先 2 3 5 0.2 7.0 7.2 2.0 5.3 7.3

第３ 
優先 5 5 10 2.8 11.5 14.3 2.6 10.4 13.0

第４ 
優先 6 5 11 4.7 11.5 16.2 2.7 11.8 14.5

1)： 直接工事費、間接工事費及びコンサルタント経費を含む。 
2)： 市場の衛生環境改善整備事業費は、上水施設（深井戸掘削を含む）、公衆トイレ、休憩所、場内舗装・雨

水排水整備を含み、アーケード設備費は含んでいない。また、場内舗装は歩道・車道・駐車場に対して

行う。 
3)： 道路延長及び道路整備事業費は市場近隣対象道路及びアプローチ道路を含む。 
 

② 道路維持管理用機材 

 道路維持管理用機材の調達費の内訳は下表の通りである。ンドラ、キトウェ両市合計で 1,900 万円

と試算される。 

表 2-5-14 道路維持管理用機材の調達費 

道路維持管理用機材 数量/都市 主な仕様* 調達費 

ハンドガイド式振動ローラ 1 台 運転質量：0.8 ton 級 150 万円

プレートコンパクタ 2 台 運転質量：80 kg 級 70 万円

アスファルトエンジン 
スプレーヤ 

2 台 散布能力：25 liter/min 級 50 万円

クレーン付トラック 1 台 
積載荷重：3.0 ton 級 
ｸﾚｰﾝ能力：2.9 ton 級 

600 万円

コンピュータ・プリンタ 2 ｾｯﾄ 
ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ：ﾃﾞｽｸﾄｯﾌﾟ 
OS：Windows XP Pro. 
ﾌﾟﾘﾝﾀ：A3 ｶﾗｰﾚｰｻﾞ 

80 万円

合計 - - 950 万円

*：主な仕様は予備調査団の提案 
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2-6 環境社会配慮 

2-6-1 ザンビア国の環境関連法 

 現在ザンビア国には環境認可書の取得法／環境影響評価法を始めとして、排水基準・排煙基準、

森林・自然公園保護、廃棄物の処理及び土地収用等の一般的な法令は整備されている。 

表 2-6-1 環境等に関連する法律 

法令／政策名 承認あるい
は施行年 概要 

環境保護及び汚染規制法 1990 環境保護を行う環境評議会の設立 
天然資源保全法 1970 天然資源の持続的利用 

水管理法 1949 ザンビア国内の国際河川の水資源利用、及び汚染防止に
ついて規定 

漁業法 1974 商業的漁業と登録 
自然公園・野生保護法 1991 自然公園の設立、猟銃の許可 
公衆衛生法 1930 公衆の衛生保全 
地方行政法 1991 地方行政に評議会の設立、その権限を規定 
排水規制法 1985 医療・商業・産業からの液体廃棄物の規制 
放射性物質規規制法 1975 関係労働者の放射線からの保護 
鉱山鉱物法 1976 採鉱の開始、再開、廃止についての定め 
農地法 1960 農地を農地以外に変更するのを禁じている 
工場法 1967 工場労働者保護法 
投資法 1993 植樹、水系土壌保護を促進する 
旅行法 1985 自然環境に根ざしているザンビア国内の旅行のあり方 
国家遺跡保全法 1989  
煙害防止法 1959 排煙施設の設置届け 
有害植物法 1953  
国際狩猟公園法 1971 狩猟公園設立の取り決め 
農業（肥料・飼料）法 1990  
羽毛保護法 1915 野生の鳥類の羽毛の取引を禁ずる 
森林法 1974  
石油（採掘・生産）法 1985  
石油法 1924 石油の貯蔵・運搬について 
爆発物法 1987  
ザンベジ川管理協定法 1987  
オゾン層保護法(Cap 204) 2000  
水質基準法 1993  
大気汚染防止法 1996  
給水・衛生法 1997  
農薬等規制法 1994  
廃棄物処理法 1993  
有害廃棄物処理法 2001  

環
境
関
連
法
規 

水供給及び衛生法   
都市地域計画法 1962 都市計画のあり方、責任の所在 
土地法(No.29) 1995  
土地取得法（Cap 281） 1970  
住宅法 1994  
土地名義変更法 1990  

土
地
関
連
法
規 

土地政策書 2000  

出典：環境保護及び汚染規制規則他 
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ただし、ザンビア国では住民移転に関する基準あるいは国家政策として明文化されたものが現在

はなく、世界銀行のガイドライン（OP4.12 Involuntary Resettlement）に従っている。またザンビアは

環境保護に関わる国際条約の多くを署名・批准している。 

表 2-6-2 ザンビア国が署名批准している環境に関する国際条約 

条約名 内容 
国際植物防疫条約 植物の伝染病の防止 
自然及び天然資源保全国際連合法  

ラムサール条約 特に水鳥の生息地として国際的に重要な湿

地に関する条約 

ワシントン条約 絶滅の恐れがある野生動植物の国際取引に

関する条約 
世界遺産保護条約  
ウィーン条約 オゾン層保護 
モントリオール議定書 オゾン層を破壊する物質に関する条約 
気候変動に関する国際連合枠組み条約  
砂漠化防止国際連合条約  
出典：環境保護及び汚染規制規則（1997） 

 

 環境保護に関する組織は、以下のものがある。 

(1) 観光・環境・天然資源省(Ministry of Tourism, Environment and Natural Resources : MTENR) 

 環境及び資源について総括する。環境に関する実務は以下の環境評議会が担当する。1991 年に設

立された。 

 

(2) 環境評議会(Environmental Council of Zambia : ECZ) 

 環境評議会は MTENR に属し、開発者の提出した環境概要書あるいは環境影響評価書の評価を行

い、環境認可書発行への意見を述べる機関である。認可最終決定は所轄省庁が行なう。環境評議会

のメンバーは中央・地方政府関係者、商工業界代表、地域コミューン代表、学識経験者、NGO 等か

らなる。評議会のコアは検査局であり環境影響評価を中心に水質汚染・農薬取締り・廃棄物管理に

関する検査・モニタリングをおこなう。 

 

(3) 道路環境管理ユニット(Environmental Management Unit : EMU) 

 交通運輸省(MCT)の道路局、あるいは地方の道路事務所内に設置される。環境影響評価の TOR 作

成、スクリーニング、計画書の承認、モニタリングを ECZ と共同実施する。 

2-6-2 工事影響範囲 

 ンドラ・キトウェ両市ともに一般的に建物は道路から十分離れたところに位置しており、現道の

改良を行う限り、住民移転が発生する可能性は下表の場合を除き無いものと考えられる。 
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表 2-6-3 工事影響が及ぶ可能性のある物件 

工種 位置 影響を受ける可能性のある物件 

 

Kawambwa Road （ンドラ市） 

道路沿いに立ち並ぶMain Masala市場の屋台
は道路敷内にあると思われる。工事影響範囲
内になるかどうかは今後の調査によって決
定される。 

Dr. Aggrey Avenue (South)の南端カルバート
周辺（キトウェ市） 

本道路は、現在車両は通行不能であり歩行者
相手に露店が道路敷内に設置されている。路
線を変更しない限り工事影響範囲に入ると
思われる。 

道
路
改
良 

道路の路肩周辺 歩道周辺に樹木が植えられており、工事影響
範囲内に位置する場合が出てくると思われ
る。 

交
差
点
改
良 

ンドラ市内の次の交差点（5 箇所） 

・ Independence Way-Blantyre Road 

・ Vitanda Street-Kabelenga Avenue 

・ Watelo Road-President Avenue 

・ Kawamba Road-Masala Road 

・ Independence Way-国道三号線 

キトウェ市内の次の交差点（5 箇所） 

・ Dr. Aggrey Avenue-Chibuluma Road 

・ Dr.Aggrey Avenue-Euclid Road 

・ Lwanshimba-Westmain Road 

・ Racecourse Road-Government Road 

ロータリー建設など交差点が拡幅される場
合は周辺の土地の収用が必要となる。移動式
屋台、アクセス、駐車場、門塀、花壇等が影
響を受けるかもしれないが、人が居住・利用
している建屋そのものへは影響がないと思
われる。 

市
場
の
改
善 

ンドラ市内の次の市場（5 箇所） 

・ Main Masala 

・ Mushili 

・ Lubuto 

・ Kansengu 

・ Kabushi 

キトウェ市内の次の市場（5 箇所） 

・ Ipusukilo 

・ Kwacha 

・ Chamboli 

・ Twatasha 

・ Chipata 

路面の舗装・シェルター・トイレ・上水・排
水システムの設置により一部の屋台が移動
／一時的営業休止となる。 
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2-6-3 道路改修における環境社会配慮手続き 

 ザンビア国の環境保護及び汚染規制規則（1997）によれば、プロジェクトを実施するに当り、①

環境についての特段の手続きは不要、②環境概要書を提出が必要、もしくは③環境影響評価書の提

出の何れかの対応が求められる。その区分を下表に示す。 

表 2-6-4 環境概要書／EIA レポートの提出が求められるプロジェクト* 

プロジェク
ト種類 

環境概要書の提出が求め
られるプロジェクト 環境影響評価書の提出が求められる場合 

都市地域 都市地域のリハビリ 

・ 5ha 以上あるいは 500 戸以上の新規都市計画 
・ 工業地帯の計画 
・ 200 台以上の自動車が来るような、たとえばゴルフ場

等のリクリエーション施設 
・ 床面積 1,000 ㎡以上のショッピングセンター 

道路 - 
新しい主要道路の建設及び全面改修の場合で、それが都市
区域以外に位置し全長 10 km 以上の場合、あるいは自然公
園・狩猟地域に位置し 1 km 以上の場合 

鉄道 - 立て込んだ地域から離れている場合で全長 10 km 以上の
鉄道建設 

空港 - 滑走路 1,800 m 以上の長さの空港及び離発着場 
港湾 - 港湾・渡し場の建設・拡張 

パイプライ
ン(水) 水の輸送 住宅密集地から離れたところに建設される長さ 10 km 以

上で直径 0.5 m 以上の管路（水） 

パイプライ
ン(石油) - 住宅密集地から離れたところに建設される全長 15 km 以

上か、その 5 km 以上が自然保護地域内に設置される場合

洪水 洪水制御 - 

石油精製等 炭化水素の生産・精製及
び運送 - 

森林 森林における木材伐採・
加工 

・ 50 ha 以上の貴重な森林、たとえば分水嶺地域の森林の
商業的伐採 

・ 再森林化及び新規森林化 
・ 年間 1,000 ton 以上木材を加工する工場 

土地造成 地盤改良 - 

採鉱及び精製 

・ 銅採鉱、石炭 
・ 2 ha 以上の規模で石灰岩、砂、ドロマイト、りん鉱石、

粘土の採取 
・ 貴重金属（銀、亜鉛、コバルト、ニッケル）鉱石 
・ 産業用金属鉱石 
・ 宝石 
・ 放射性金属鉱石 

鉱業 

鉱石鉱物の溶融精錬 - 
鋳造 - 
レンガ製造 - 
ガラス - 
醸造 - 
練炭 - 
吸引式貯蔵庫 - 
大容量穀物加工 - 

加工製造 

化学薬品製造加工 - 
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プロジェク
ト種類 

環境概要書の提出が求め
られるプロジェクト 環境影響評価書の提出が求められる場合 

- 

・ 年間 1,000 ton 以上のセメント及び石灰の生産 
・ 年間 1,000 ton 以上の肥料の生産 
・ 毎週 1,000 枚以上の皮なめし 
・ 月間 20,000 頭以上の屠殺 
・ 年間 100 ton 以上の魚肉加工 
・ 毎日 50 ton 以上の製紙 
・ 年間 400 ton 以上の食品加工 

発電／ 
送配電 水力及び電化 

・ 発電所 
・ 220 kV で 1 km 以上の長さの送電線 
・ 道路沿いで 1 km 以上の配送電線 

住民移転 住民移転 - 
石油備蓄 炭化水素の貯蔵 - 

医療施設 病院・クリニック及びヘ
ルスセンター - 

埋葬施設 墓地 - 

自然保護 
地域 - 

・ 自然公園・狩猟公園あるいはその緩衝地域の開発 
・ 天然動植物の商業的開発 
・ 外来種の導入 

自然公園 自然公園等内での旅行・
リクリエーション計画 - 

原生林 - 
湿地 - 
生物多様性の高い地域 - 
希少種あるいは絶滅危惧
種の地域 - 

侵食あるいは砂漠化しや
すい地域 - 

歴史的あるいは考古学的
重要地 - 

文化あるいは宗教的重要
地 - 

もっぱらリクリエーショ
ン及びスポーツのために
使用されている地域 

- 

洪水あるいは自然災害常
襲地帯 - 

特に学校や病院のある住
居地域 - 

環境的に 
敏感な地域 

公共、産業、農業のため
の主要取水源地域 - 

ダム、河川 
及び水源 - 

・ 25 ha 以上のダム、貯水池 
・ 地下水 2 m3/秒以上揚水する場合、地熱発電も含む 
・ 50 m3 以上の場合の水供給 

廃棄物 - 
・ 日間 1,000 ton 以上の固形廃棄物処分場の建設 
・ 年間 100 ton 以上の有害廃棄物処分場の建設 
・ 日間 15,000 litter 以上の排水処理 

*：環境保護及び汚染規制規則（1997）より抜粋・順不同。環境概要書の提出が必要なプロジェクトに該
当しないと思われる場合でも、環境評議会にプロジェクト概要を届け出ることが必要である。 
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 国家道路評議会(NRB)が作成したガイドラインによれば、環境影響評価の実施の要否は以下のよう

に区分される。 

表 2-6-5 道路評議会の提案する環境影響評価実施の必要性の有無* 

環境影響 
の度合い 

環境影響評価
の必要性 工事内容 

低い 不要 ・ 通常の道路維持管理工事 
・ 定期的点検 

高い 必要 
・ 新規道路の建設 
・ 既存道路のアップグレード（路線線形変更、路線拡幅、舗装構造の

変更、排水路の新設） 
*：国家道路評議会(National Road Board)作成“道路改良維持のための環境ガイドライン 1997”（添付資料）から抜粋。 
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以下に環境認可を得るための一般的流れを示す。 

  開発者     環境評議会    認可省庁   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-6-1(1/3) 環境許可取得のフロー 

ステークホルダー 

プロジェクト
実施許可 

概要書が必要か

プロジェクト予
定の連絡 

Yes 

Noプロジェクト
概要書作成 

EIA が必要か

環境判定書の
発行 

No

Yes 

プロジェクト
概要書受け取
り 

概要書に対し
てコメント作
成 

（受け取り後 30 日以内に返答）
EIA の要否を
検討する 

（受け取り
後 7 日以内
に回覧） 

TOR 案作成 TOR 案への提
言 

TOR 案につい
ての公聴会実
施の公示 

TOR 案についての公聴会実施

（公示期間 15 日以上） 

コメント提出

コメント提出

次ページ 

スタート 

コメントの
内容検討 

（開発者から概要書受け取り後 40 日以内に返答） 
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  開発者     環境評議会     認可省庁   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-6-1(2/3) 環境許可取得のフロー 
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ステークホルダー 

前ページ 

TOR は OK か

EIA 実施担当
者リストの作
成 

人選は OK か

EIA の実施 
（1～2 年） 

No
Yes 

No
Yes 

EIA ドラフト
報告書作成 

ドラフト受け
取り 

ドラフトに対
してコメント
作成 

（受け取り後 30 日以内に返答）EIA ドラフト
閲覧の公示 
(15 日間) 
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に回覧） 
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（15 日間） 
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（閲覧終了後 20 日以内に提出） 
コメントの
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は閲覧期間の
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次ページ
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  開発者     環境評議会    認可省庁   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-6-1(3/3) 環境許可取得のフロー 

2-6-4 道路改修における環境社会配慮手続きの確認 

 環境評議会(ECZ)の上級審査官の意見及び環境保護及び汚染規制規則（1997）によれば、本プロジ

ェクトは環境影響評価書を求められないが環境概要書は提出する必要がある。現調査の段階では、

少ないながらも影響住民が発生する可能性があることから、「カテゴリ B」に分類されると考えられ

る。この場合、先方政府による住民協議・情報公開が必要となる。 

前ページ

ステークホルダー 

公聴会は必要か

公聴会開催の
公示(15 日間) 

EIA ドラフト報告書についての公聴会開催

コメントコメントの取
りまとめ 

環境判定書作
成（公聴会終了
後 30 日以内に
作成） 

満足か 

担当大臣によ
る回答 

（苦情受け取り後 15 日以内に回答）

 
最高裁判所 

満足か 

No 

Yes 

No 

苦情書作成

Yes

Yes

No 

終了 

（公示期間終了後 25 日以内に開催）

（作成後 15 日以内に全ステークホルダーに配布）

（公聴会終了後 15 日以内に提出） 

（配布後 10 日以内に提出） 



 

- 67 - 

環境概要書の内容は以下の通り： 

(a) サイトの環境 

(b) 事業の目的と性質及び妥当な代替案 

(c) 事業の準備・建設及び操業段階での主とする活動内容 

(d) 使用する原料及び他の材料 

(e) 生産物と、発生するいかなる固体・液体・ガス状の副産物 

(f) 常時／非常時に生ずる騒音レベル、熱・放射線 

(g) 建設・操業時に生ずる社会経済影響と移転住民数・新たな雇用者数 

(h) 上記(c)から(g)に基づく環境影響の予測 

(i) 長時間の後あるいは広域に広がるかもれない生物多様性・自然環境・自然資源への影響 

(j) 負の影響の緩和策とモニタリングの予定 

2-6-5 他ドナーの道路セクターへの協力における環境社会配慮及び環境調査の実施状況 

 環境社会配慮は世界銀行のガイドラインに添った形で行っているとの説明を受けたが、本当に実

施しているかどうかの確認はできなかったため、本格調査時に確認が必要である。実行しているか

どうかの確認は今後の課題である。農作物・建屋については市場価格で補償しているが、土地につ

いては“買上価格(Willing to pay: WTP)”が議会によって決められている。土地権利証書の有無は補

償に当たっての問題は無い。カスタムランド（部族が慣習的に所有している土地）でも正式権利者

として認知される。不法占拠者については長期間住み着いている場合は正式権利者に準じて補償を

受ける。 

2-7 他ドナーの動向 

ROADSIP を進めるため、下記の海外援助機関が資金援助を行っている。 

表 2-7-1 海外援助機関による ROADSIP の支援状況 

援助機関 要請延長 
Danish International 
Development Agency 
(DANIDA) 

道路改修（橋梁改修を含む）予定及び環境監理支援、 
第 1 期（2002－2006）54.4 百万米ドル 
第 2 期（2005 年計画）13.4 百万米ドル 

Norwegian Development 
Agency (NORAD) 

NRFA を通じて道路整備 FS 調査を 2006 年に完了予定 

European Union (EU)  European Development Fund を通じて主要幹線、幹線、主要地方道の
維持監理を実施（2004 年～2007 年）。70 百万ユーロ 
組織改善、財務・会計強化、維持監理強化、 

OPEC 幹線道路改修に係わる World Bank との協調融資 6 百万米ドル 
World Bank ROADSIP を支援してきており、2004～2006 年には ROADSIP II を支

援するため 50 百万 US$を拠出する予定となっている。ROADSIP II
では、組織開発やキャパシティービルディングを含む。 

出展：Annual Report of National Road Fund Agency, 2005 
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第 3 章 本格調査への提言 

3-1 調査の基本方針 

ンドラ市及びキトウェ市における経済的に重要な道路を中心に一般無償資金協力により整備し、

併せてコミ開無償に資する市場の衛生環境改善とその近隣道路整備を行う。 

一般無償対象道路は、市内の各地域を結ぶ地域間幹線道路や市内の経済振興に寄与する工場・商

業地域内の経済道路とする。道路改修後には、地域間の幹線道路の代替ルートとして重要となる道

路も対象道路とする。 

コミ開無償では、上水道（深井戸）の整備やトイレの設置、休憩所の設置、市場内の道路及び駐

車場の舗装・排水整備を行うものとする。さらに、市から改修要請のあった道路のうち市場に隣接

した道路改修（一般無償対象道路は除く）、市場から隣接道路へのアプローチ道路改修を行う。また、

道路の維持管理のための資機材調達もコミ開無償に含めることを本格調査で検討すべきである。 

3-2 調査対象範囲 

一般無償の調査対象範囲は第 2 章で説明した第１優先事業とし、下記の 23.6 km の道路改修を行

うものとする。コミ開無償の調査対象範囲も第 1 優先事業とし、3 市場と 5.1 km の道路整備を行い、

ポットホールの補修などの維持管理機材調達も調査範囲とする。 

流末排水処理は、特に必要ないと判断されるが、本格調査において確認・検討する必要がある。 

【一般プロジェクト無償資金協力】 

道路改修延長(km) 
事業内容 

ンドラ市 キトウェ市 合計 
地域間道路あるいは経済道路として公共性・事業

効果が高い道路の改修 
11.7 11.9 23.6 

 

【コミュニティ開発支援無償資金協力】 

市場整備箇所及び道路改修延長(km) 
事業内容 

ンドラ市 キトウェ市 合計 
道路整備 1.6 km 3.5 km 5.1 km 
市場の衛生環境改善に資する施設整備 １市場 2 市場 3 市場 
道路の維持管理機材の調達 1 セット 1 セット 2 セット* 
*：調達道路機材の詳細は表 2-5-9 を参照 
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3-3 調査項目及び内容 

本格調査では一般無償により基本設計調査を行い、併せてコミ開無償により市場の衛生環境改善

及び近隣道路の改修のための概略設計を行う形が効率的である。コミ開無償の適用範囲は、上水施

設（深井戸掘削を含む）や公衆トイレの整備、休憩所の設置、市場内舗装・雨水排水整備といった

衛生環境改善整備を行い、さらに近接道路整備を行う。道路整備や衛生環境改善整備の概略設計は、

一般無償範囲の基本設計調査と併せて行うことが可能である。一般無償とコミ開無償で大きく異な

る点は、コミ開無償で、コンサルタント、業者ともにローカル対応を想定する場合には、入札指示

書・仕様書・図面を含む入札図書の作成が必要となる点である。以下に一般無償とコミ開無償を併

せて行う場合の調査項目を列記する。 

表 3-3-1 一般無償及びコミ開無償で必要な調査項目 

ステップ 調査項目 
1）要請書及び関連資料の解析・検討、プロジェクト全体像の把握 
2）事業効果測定指標及び成果指標の整理、調査方法の検討 
3）調査全体方針、方法、作業計画、協力計画案の検討 
4）現地調査項目の整理、調査計画の策定 

(1) 国内事前準備 
 

5）インセプション・レポート等の作成・提出 
1）インセプション・レポートの説明・協議 
2）プロジェクトの背景、目的、内容の確認 
3）過去の類似案件及び他ドナー・機関の援助動向の調査 
4）サイト状況(自然条件等)調査 
5）施設計画調査 
6）運営・維持管理体制調査 
7）調達事情調査(現地調達、第三国調達、サブコン等) 
8）ソフトコンポーネント計画の検討 
9）施工計画調査(関連法規等) 
10）入札図書・契約書（関連法規等）注 1) 
11）無償資金協力の意義(妥当性)、範囲及び基本構想の検討 
12）無償資金協力の対象施設にかかる墓本設計、実施計画の策定、概算事業費の積算及

び運営・維持管理計画の策定 
13）無償資金協力の対象施設等の維持管理費の概算及び維持管理上の留意事項の提言 
14）先方分担事項(公租公課の免税手続き等)の実施にかかる提言 
15）無償資金協力事業の効果にかかる評価、課題の提示及び協力実施にかかる提言 
16）環境認可の取得促進のアシスト、パブリックミーティング実施促進アシスト 

(2) 現地調査 
 

17）その他の配慮事項等の調査 
・現地調査結果概要の作成・提出 
・基本設計概要書の作成 

(3) 国内解析 
 

・概略設計概要書の作成注 1) 
(4) 基本設計概要書の現

地説明・協議 ・基本設計概要書の現地説明・協議 

(5) 概略設計概要書の現
地説明・協議 ・概略設計概要書の現地説明・協議注１） 

(6) 基本設計調査報告書
等の作成 ・基本設計調査報告書及び基本設計概要資料の作成・提出 

(7) 概略設計調査報告書
等の作成 ・概略設計調査報告書及び概略設計概要資料の作成・提出注１） 

注１）：コミ開無償のために必要な調査項目 
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基本設計及び概略設計に先立ち、調査区間及びその沿線の概況を把握することを目的として現地

調査を実施する必要がある。主な調査内容は次表に示す通りである。 

表 3-3-2 サイト状況（自然条件）調査項目 

調査項目 調査項目 

1）道路状況 幅員、線形、平面縦断線形、片勾配、整備状況等 
2）舗装状況 地耐力、路盤構成、路面状況、損傷原因等 
3）交通状況 交通・予備調査結果のレビュー、追加交通調査 
4）道路周辺状況 道路沿線の土地利用、人家の密集度等、土地収用等 
5）既存施設・構造物状況 活用性、改修の必要性等 
6）既存ユーティリティ状況 電力線・電話線・水道・下水道等の移設・撤去の必要性等

7）ザンビア国側が実施中の
「道路改修に必要な用地確保
（収用権（永久構造物の設置さ
れる）・借地（工事実施時の）
権確保）」 

進捗状況・収用権・借地権確保範囲結果 

8）交通阻害要因状況 左折車線の有無、交差点での優先度、曲線部での視距等 
9）自然条件調査 地形測量、地質調査、気象調査等 

3-4 調査・実施工程 

【一般プロジェクト無償資金協力の全体実施工程】 

 一般無償のスコープを上述の 23.6km（ンドラ市 9 区間 11.7km、キトウェ市 14 区間 11.9km）とす

る場合は、雨季（11～3 月）における土工事及び舗装工事の進捗鈍化及び工事規模（2 度の乾季が必

要）から、詳細設計を単年度案件として先行実施し、無償本体事業を翌年度に実施する A 国債が妥

当である。全体工期は E/N から完工まで約 30 ヶ月と見込まれるため、3 ヵ年の国債案件とする必要

がある。 

 

【コミュニティ開発支援無償資金協力の全体実施工程】 

 コミ開無償のスコープを上述のとおり、①市場整備(ンドラ市 1 市場、キトウェ市 2 市場)、②道路

整備 5.1 km（ンドラ市 1 区間 1.6 km、キトウェ市 2 区間 3.5 km）及び③道路維持管理用機材の調達

とする場合は、E/N から完工まで約 12 ヶ月と見込まれる。なお、概略設計調査は既述のとおり上記

一般無償の基本設計調査と可能な限り同時に実施することがコスト縮減及び効率の観点から望まし

い。 
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3-5 現地再委託調査 

道路改修のために(1)交通調査、(2)測量、(3)舗装試験および(4)地質調査を現地再委託調査として実

施する必要がある。以下に再委託調査内容の検討結果および各調査の詳細について記述する。 

【一般プロジェクト無償資金協力の現地再委託調査】 

(1) 交通調査 

 舗装設計を行うため交通量調査および軸重調査を行う。 

a) 交通量調査 

 予備調査結果に対し、日本道路協会のアスファルト舗装要綱を参考に要請対象道路の交通区分を

行った。交通区分は大型車の一日・一方向当たりの走行台数により決めるものであるが、将来交通

量についてはザンビア国の舗装設計基準である Pavement Design Guide, 1994 に記載の年交通量の伸

び率の標準値である 5%とした。ザンビア国の GDP 成長率が 4.6%（2000～2005 年平均：KPMG）で

あることを考慮すると妥当な数字であると判断されるが、本格調査の実施時には、ンドラ・キトウ

ェ両市を始めとする自動車登録台数などを調査し、将来交通量を推定することが望ましい。 

表 3-5-3 大型車の交通区分と道路数（第一優先道路のみを対象） 

道路数 

現況 将来（供用開始 10 年後） 大型車交通区分 
台/日/一方向 

ンドラ市 キトウェ市 ンドラ市 キトウェ市 

交通量調
査の提案

D 交通 
3,000 以上     

C 交通 
1,000 以上 3000 未満 1  1 1 

B 交通 
250 以上 1000 未満 1  2 1 

24 時間 
測定 

A 交通 
100 以上 250 未満 1 2 3 2 

L 交通 
100 未満 6 12 3 10 

12 時間 
測定* 

合計 9 14 9 14  
*：ここで A および L 交通に相当する道路は、既存データの活用を前提に、両市 5 道路ずつのみ実
施するものとする。 

 

上表に基づき、以下の調査数量を提案する。 

表 3-5-4 大型車交通量の測定道路数 

 
第一優先道路数 24 時間測定道路数 

（将来の B、C 交通）

12 時間測定道路数 
（将来 A,L 交通の中から 

各 5 道路ずつ選ぶ） 
ンドラ市 9 3 5 
キトウェ市 14 2 5 

合計 23 5 10 
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b) 軸重測定 

実際に走行している大型車両の軸重を測定し平均的な値を予想し舗装設計に反映させる。測定地点

は将来の大型車交通量が B あるいは C 交通と予想される 5 道路にて実施するものとする。上記交通

量測定と軸重測定を合わせて交通調査は以下の見積もりとなる。 

表 3-5-5 交通調査 BQ 

項目 数量 単位 備考 

24 時間測定 5 地点 
ﾝﾄﾞﾗ 3, ｷﾄｳｪ 2、将来 B,C 交

通が予想される道路 
交通量 

12 時間測定 10 地点 ﾝﾄﾞﾗ 5, ｷﾄｳｪ 5 

軸重測定 5 地点 1 地点 10 時間測定 

 

(2) 測量調査 

測量調査を行うに当たり、対象道路全線に渡って基準点の設置、中心線測量、横断・縦断測量を実

施する。道路隣接物件（家屋・樹木）を調べるために地形測量（第一案）、あるいは費用軽減を目論

みオフセット測量および衛星写真利用（第二案）を実施する。 

表 3-5-6 測量調査 BQ 

項 目 数量 単位 備考 

基準点の設置 1 式  

中心線測量 23.6 km  

縦断測量 23.6 km  

横断測量（道路延長 20 m 毎） 1181 断面  

地形測量 0.944 km2 第 1 案 

オフセット測量 1181 断面 
道路隣接構造物の測量 オフセット

＋衛星写真
衛星写真利用 1 式 

第 2 案 

カルバート縦断測量 0.1 km  

〃横断測量 6 断面  

〃平面測量 0.0021 km2  

排水路縦断測量 2.6 km  

〃横断測量 131 断面  

 
(3) 舗装試験 

 舗装状況を調査するために原位置での舗装断面観察、舗装のたわみ、路床の締まり具合および路

盤、路床、原石山･土取場から採取した材料の室内試験を実施する。適用可能な試験方法の長短は下

表にまとめるが、この中で必要舗装厚を決める設計 CBR が必要である。さらに、路面での地耐力を
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求めるため、ベンケルマンビーム試験を行うことが重要である。 

表 3-5-7 基本設計調査時に実施すべき舗装試験の検討 

オーガー ○ 舗装断面の観察を目的とする。簡便で格安な調査方法である。 
舗装構成

観察 試掘 ◎ 舗装断面の観察、室内試験用試料採取あるいは孔底での平板載荷実施

を兼ねる。人力・機械で掘る場合あり。 
ベンケルマンビーム ◎ 操作が簡単、非破壊（舗装を壊さず）で数多く実施することが可能。

この試験結果から直接必要オーバーレー厚を求めることができる。ただ

し、実車を用意する必要がある。 
舗装全体

のたわみ

測定 FWD(Falling Weight 
Deflect-meter 

○ 動的荷重による簡便な変形測定、割高。 

平板載荷試験 × 試験結果をＣＢＲ値に換算する。大きな荷重反力、試験面の掘削整形

等様々な段取りが必要。水浸状態などの悪い条件の再現ができない。 
現場ＣＢＲ × 現場にて路床の CBR 値が即座に求まるが、水浸状態が再現できない

ため、現道の舗装厚の設計には直接は用いられない。 
簡易動的円錐貫入試

験 
○ 簡便、迅速な強度試験。手間ひまを要する設計ＣＢＲ試験の実施数量

を削減／代用させる目的でザンビアで多用されているようである。これ

までの実績の検討あるいは新たに比較試験を行なうことによって設計

ＣＢＲと相関性を持たせることによって使用可能と考える。 
ポータブルコーン貫

入試験 
× 軟弱粘土の概略の強度を求める。今回は、軟弱粘土地盤はなく不適 

スウェーデン式サウ

ンディング試験 
△ 地盤のしまり具合から地層構成を推定する。締まった地盤には不適で

あることから今回は実施しない。 

現
場
試
験 

路床の強

度・締ま

り具合の

測定 

現場密度試験 △ 現地盤の密度を測定し別途実施した締固め試験結果から地盤の締固

め度を求める。盛土地盤では有効であるが原地盤の強さは密度に比例す

るわけではなく、手間もかかる。 
アスファルト用骨材

の比重 
△ 骨材プラントのデータで代用させる 

〃すり減り減量 △ 骨材プラントのデータで代用させる 
〃安定性試験 × 凍結に対する耐性の試験でありザンビアでは不要 

路盤の細粒分含有量 ◎ 細粒分が多すぎると吸水膨張し路盤として問題である。以下、室内試

験は物性値確認のために必須である。 
〃比重 ◎ 骨材の強度の間接的な推定が可能。不純物を含んでいたりポーラスな

骨材は比重が小さい。 
〃粒度分布 ◎ 路盤材の規格試験。 

原石山及

び路盤 

〃修正ＣＢＲ ◎ 路盤材の規格試験。 
路床の含水比 ◎ 基本的物性試験で必須。 
〃細粒分含有量 ◎ 〃 
〃液性・塑性限界 ◎ 〃 
〃粒度分析 ◎ 〃 
〃締固め試験 ◎ 〃 
〃設計ＣＢＲ ◎ 必要舗装厚を求めるために実施。 

室
内
試
験 

路床及び

土取り場 

〃有機物含有量 × 現在使用されている道路であり、土中に有機物は含まれないことから

実施不要。 

◎必要、○場合によっては必要、△あまり必要ではない、×全く不要 
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 試験頻度として、設計 CBR およびそれに関係する試掘・室内試験は 1 km 毎に一箇所ずつ実施す

るのを基本とする。ベンケルマンビームは全延長 23.6 km にわたり 200 m 毎に実施する。ここでザ

ンビアでは手間隙・費用がかかる設計 CBR やベンケルマンビームに代えて、迅速で廉価な簡易動的

円錐貫入試験（Dynamic Cone Penetration Test）が広く実施されているという情報を得ている。ただし

最低限の精度を確保するために重点５道路については設計 CBR（試掘＋室内試験）を実施すること

および DCPT と設計 CBR の相関性を本調査、また既往データに確認しながら実施することとする。

DCPT に十分な信頼性があることが裏付けることが可能であれば設計 CBR を減らすことも可能であ

るが、現段階では表 3-5-8 の第 2 案を提案する。 

 

表 3-5-8 舗装試験の選択肢 

 設計 CBR（試掘
＋室内試験） 

ベンケルマンビー
ム 

簡易動的円
錐貫入試験

備考 

第
一
案 

23 地点 
(1 km 毎に実施) 

23.6 km 
(全延長に対して 
実施） 

- 最も信頼性が高い。 

第
二
案 

5 地点 
(B,C 交通のみ) 

23.6 km 
(全延長に対して 
実施) 

119 地点 
(200 m 毎) 費用軽減のため DCPT にて設計 CBR の代用。

第
三
案 

5 地点 
(B,C 交通のみ) - 119 地点 

(200 m 毎) 
更なる費用軽減のためベケルマンビームも
省略。DCPT の十分な裏付けデータが必要。

 

表 3-5-9 舗装試験の BQ 

分類 項目 数量 単位 備考 
23 箇所 第 1 案 
23 箇所 第 2 案 

 
オーガー 

23 箇所 第 3 案 
23 箇所 第 1 案 
5 箇所 第 2 案 

 
試掘 

5 箇所 第 3 案 
23.6 km 第 1 案 
23.6 km 第 2 案 

 
ベンケルマンビーム 

0 km 第 3 案 
0 箇所 第 1 案 

119 箇所 第 2 案 

 
現場調査 

 
簡易動的円錐貫入試験 

119 箇所 第 3 案 
23 個 第 1 案 
5 個 第 2 案 

 
路盤の細粒分含有量 

5 個 第 3 案 

23 個 第 1 案 
5 個 第 2 案 

 
〃比重 

5 個 第 3 案 

23 個 第 1 案 

5 個 第 2 案 

 
室内材料試験 

 
〃粒度分布 

5 個 第 3 案 
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分類 項目 数量 単位 備考 
23 個 第 1 案 
5 個 第 2 案 

 
〃修正ＣＢＲ 

5 個 第 3 案 

23 個 第 1 案 

5 個 第 2 案 

 
路床の含水比 

5 個 第 3 案 
23 個 第 1 案 
5 個 第 2 案 

 
〃細粒分含有量 

5 個 第 3 案 
23 個 第 1 案 
5 個 第 2 案 

 
〃液性・塑性限界 

5 個 第 3 案 

23 個 第 1 案 
5 個 第 2 案 

 
〃粒度分析 

5 個 第 3 案 

23 個 第 1 案 

5 個 第 2 案 

 
〃締固め試験 

5 個 第 3 案 
23 個 第 1 案 
5 個 第 2 案 

 
〃設計ＣＢＲ 

5 個 第 3 案 

 

(4) 地質調査 

 ンドラ市の Dr. Aggrey Avenue (South)の小橋梁の架け替えに当り、標準貫入試験により N 値を求め

て、基礎地盤の支持力を算定する。 

表 3-5-10 地質調査 BQ 

項目 数量 単位 備考 

コアボーリング 10 m  

標準貫入試験 1 回  

 

【コミュニティ開発支援無償資金協力の現地再委託調査】 

  各調査・試験の考え方は、一般無償の現地再委託調査と同じである。 

(1) 交通調査 

  交通量調査は 12 時間測定のみとする。 

表 3-5-11 交通調査 BQ 

項目 数量 単位 備考 
交通量測量 12 時間測定 2 地点 ｷﾄｳｪ 1、ﾝﾄﾞﾗ 1 
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(2) 測量調査 

表 3-5-12 測量調査 BQ 

項 目 数量 単位 備考 

基準点の設置 注 1） 式  

中心線測量 5.1 km  

縦断測量 5.1 km  

横断測量（道路延長 20 m 毎） 256 断面  

地形測量 0.204 km2 第 1 案 

オフセット測量 256 断面 
道路隣接構造物の測量 オフセット

＋衛星写真
衛星写真利用 注 2） 式 

第 2 案 

注 1）基本設計調査の現地再委託調査に含まれる。 
注 2）基本設計調査の現地再委託調査に含まれる。 

 

(3) 舗装試験 

表 3-5-13 舗装試験の選択肢 

 設計 CBR 
（試掘＋室内試験） 

ベンケル 
マンビーム

簡易動的円
錐貫入試験

備考 

第 1 案 5 地点 
(1 km 毎に実施) 

5.1 km 
(全延長に 
対して実施) 

- 最も信頼性が高い。 

第 2 案  
5.1 km 
(全延長に 
対して実施) 

26 地点 
(200 m 毎) 費用軽減のため DCPT にて設計 CBR の代用。

第 3 案  - 26 地点 
(200 m 毎) 

更なる費用軽減のためベケルマンビームも省
略。DCPT の十分な裏付けデータが必要。 
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表 3-5-14 舗装試験の BQ 

分類 項目 数量 単位 備考 
5 箇所 第 1 案 
0 箇所 第 2 案 

 
オーガー 

0 箇所 第 3 案 
5 箇所 第 1 案 
0 箇所 第 2 案 

 
試掘 

0 箇所 第 3 案 
5.1 km 第 1 案 
5.1 km 第 2 案 

 
ベンケルマンビーム 

0 km 第 3 案 
0 箇所 第 1 案 

26 箇所 第 2 案 

 
現場調査 

 
簡易動的円錐貫入試験 

26 箇所 第 3 案 
5 個 第 1 案 
0 個 第 2 案 

 
路盤の細粒分含有量 

0 個 第 3 案 

5 個 第 1 案 

0 個 第 2 案 

 
〃比重 

0 個 第 3 案 
5 個 第 1 案 
0 個 第 2 案 

 
〃粒度分布 

0 個 第 3 案 
5 個 第 1 案 
0 個 第 2 案 

 
〃修正ＣＢＲ 

0 個 第 3 案 

5 個 第 1 案 

0 個 第 2 案 

 
路床の含水比 

0 個 第 3 案 
5 個 第 1 案 
0 個 第 2 案 

 
〃細粒分含有量 

0 個 第 3 案 
5 個 第 1 案 
0 個 第 2 案 

 
〃液性・塑性限界 

0 個 第 3 案 

5 個 第 1 案 

0 個 第 2 案 

 
〃粒度分析 

0 個 第 3 案 

5 個 第 1 案 

0 個 第 2 案 

 
〃締固め試験 

0 個 第 3 案 
5 個 第 1 案 
0 個 第 2 案 

 
室内材料試験 

 
〃設計ＣＢＲ 

0 個 第 3 案 
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(4) 試験井戸掘削調査 

 市場の衛生環境改善整備に当り、上水道の水源開発としてとして深井戸の試験掘削を行う。後日

生産井として使用するため、水中モーターポンプを挿入できる 8 インチケーシングパイプを使用す

る。また試験終了後は地表部を保護しておく。 

表 3-5-15 試験井戸掘削調査の BQ 

項目 数量 単位 備考 

- 機材搬入・設置・搬出 
- ボーリング 
- 電気検層 
- ８インチケーシングパイプ挿入 
- 観測孔仕上 
- 段階揚水試験（10 時間） 
- 連続揚水試験（48 時間） 
- 回復試験（24 時間） 
- 水質試験 
- 地表部保護 

300 m 

ンドラ市 
Main Masala 市場 

キトウェ市 
Ipusukilo 市場、 
Kwacha 市場 
 
計 3 本 
100 m／本 

 

3-6 調査実施上の留意点 

(1) 実施機関 

 地方自治・住宅省（MLGH）との打合せの結果、ンドラ市及びキトウェ市を実施機関としている

が、他方、道路開発公社（RDA）は、RDA が実施機関であるべきと主張している。これに対する

MLGH の見解は、「道路法により、ンドラ市及びキトウェ市は、市内道路の「Road Authority」とし

て、都市道路の建設、修復、維持を実施する責務があり、RDA は各市役所へのアドバイスと建設・

修復・維持の承認を行う義務がある。」としている。 

 以上の点に関し、本格調査開始時に再確認すると共に、事業を円滑に進めるため、MLGH、市役

所、RAD などの関係機関が合意可能なステアリングコミティを設置することが望ましい。 

 

(2) 道路構造 

 道路構造に関連し以下の点に留意する必要がある。 

a) 現地政府から要請のあった道路横断構造（図 2-5-3 TYPE A を参照）に関し、交通量

や軸重、地耐力（ベンゲルマンビーム）、測量などの調査を行い詳細構造を検討する。 

b) 現況の路盤・路床を活用したオーバーレイの可能性を検討し工事費の低減を検討する

（オーバーレイの可能性については付属資料－14 を参照）。 

c) 予備調査において現地政府と確認した結果、道路敷地内には、上水・下水・電話・電

力などのユーティリティが地下や地上部にあるため、これらの移設・補強に関し現地

負担と日本負担を明確にする。 

d) 商店やオフィスの駐車スペースやバスの停留所、家屋・オフィスの出入り口に配慮し、

縁石を配置する。 
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e) 周辺家屋や商店・オフィスの出入り口を配慮して側溝に蓋をする箇所がある。また、

現状の蓋付き側溝が土砂やゴミにより閉塞している箇所があるためスクリーン設置

や住民教育などの対策を検討する。 

f) 周辺家屋からの家庭雑排水が側溝に流入している箇所があるため、基本設計上、配慮

する。 

g) 駐車場や停留場、交差点付近の舗装は、損傷を受けやすい点を配慮して舗装構造を検

討する。南アフリカではインターロックブロックを使用した事例もある。 

h) 将来交通量を予測し道路設計を行う。このとき、自動車登録台数や GRDP などの指

標を調査し将来交通量を予測することが望ましい。 

i) ンドラ市及びキトウェ市では、過積載の規制が厳しく行われていない。過積載の規制

方法を強く提案する必要がある。さらに、規制が現実的にできない場合を配慮し、軸

重測定を行い、道路設計を検討する必要がある。 

 

(3) アスファルトプラントの調達 

 本格調査実施の際にはザンビア国内での既存プラントの稼働状況を調査する。本プロジェクトの

工事実施に当り、これらプラントからアスファルト混合物を調達することが困難であると判明した

場合、南アフリカ共和国を始めとする近隣諸国も含めた最も経済的なプラント調達先を検討する。 

 

(4) ロータリーによる交差点処理 

 本事業により交通速度が改善され交差点処理が課題となるため、ロータリーによる交差点処理が

現地政府より要請されている。ンドラ市の Independence Way と Blantyre Road の交差点は州最高裁判

所や教会など公共施設があり、さらに、Independence Way 沿いには市役所もあるため、多くの市民

が集まる。ロータリーの設置に当たっては、この点に留意して計画することが望ましい。例えば横

断歩道やハンプ舗装、標識などの歩行者用安全施設の設置や本邦援助のモニュメント設置などが考

えられる。 

 

(5) 排水流末処理 

 道路側溝からの排水流末は、現況排水路や未利用の低平地に流下可能であり、一部の道路改修を

除いて、排水流末処理の必要性はない。無償資金協力の対象としての優先度は低いものの、本格調

査時に流末処理の必要性の有無を再度確認すべき道路区間はキトウェ市の次の 2 区間である。 

 ①Matuka Avenue 下流幹線排水路周辺は、豪雨による常襲的浸水地域であり、道路改修と併せて排

水路改修を行うことも考えられる。Matuka Avenue の改修が浸水程度へ与える影響は非常に小さいた

め、下流幹線排水路改修は道路改修に伴う絶対条件ではない。従って、Matuka Avenue 下流幹線排水

路を一般無償に取り込む優先度は低いが確認が必要である。 

 ②Racecourse Twatasha は、道路改修を行う場合、下流排水路の改修も併せて行う必要がある。し

かし、一般無償資金協力及びコミ開無償による実施優先度が低いため、無償資金協力による流末処

理の必要性は非常に低いものと判断される。 
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(6) 市場の衛生環境改善整備 

 市場の衛生環境状態の調査に当たって次のことを留意する。 

・ 衛生状態の調査を実施するにあたっては、疫病発生率の指標にコレラと下痢を選択す

ることが妥当である。コレラは規模が大きいが隔年で発生する。他方、下痢は通年性

であるが規模が小さい。 

・ 予備調査では時間の制約上、市場の管理者からの意見を主とした調査であった。本格

調査では商店主（露店オーナー）及び利用者から意見を聴取することが重要である。 

・ 上水・排水の調査において、水道水の漏洩状況の調査について検討が必要である。ま

た、汚水管は多くのトイレで容量(管径)不足とのことであった。 

 

(7) 環境配慮 

 基本設計において以下の点に留意する必要がある。 

・ ザンビア国法によりザンビア政府が環境認可書を取得済みであるか確認する。未取得

の場合は取得を促進する。 

・ JICA 環境社会配慮ガイドラインにより、影響住民（屋台を移動する必要がある）に対

して住民説明をおこない、プロジェクトに対する同意及び屋台の移動についての同意

を取り付ける。 

・ Dr.Aggrey Road (South)の改修により、離れた場所への移転を余儀なくさせられる露店

オーナー（もし発生した場合）に対する移転計画書及び移転先の状況・予算措置を確

認する。 

・ 実現可能な範囲で、影響住民数をゼロまたは最小限にする設計調査を行なう。その結

果をもとに IEE（図面での確認及び現場の踏査）を実施しカテゴリ分類の再確認を行

なう。万一、道路改修・交差点改良計画（特にンドラ市の Kawamba 道路 Masala 道路

交差点）において著しい影響（商売に大打撃を受ける）を受ける住民の数が激増（例、

50 世帯以上）する場合は本プロジェクトをカテゴリの見直しも含めた検討を行う必要

がある。ただし、基本的に現道改修であることから現状のカテゴリーB から A に変更

される可能性は限りなく小さいと思われる。 

・ やむを得ず発生する影響住民に対しては JICA 環境社会配慮ガイドラインに従った配

慮を行なうことをザンビア国政府に提言する。 

 

(8) ソフトコンポーネントの適用 

 現地実施機関であるンドラ・キトウェ両市役所より、道路台帳の電子化（データベース化）用コ

ンピュータ調達要請があった。道路の維持管理を効率的に行うため、道路台帳の活用が重要であり、

道路台帳の電子化や道路のアセットマネージメントといった観点からの技術移転を実施することの

要否を概略設計調査時に検討する。 

 

(9) コミ開無償のパッケージ化の検討 

 コミ開無償では、現地業者との契約について、①市場の衛生環境改善整備、②道路整備、③道路

維持管理用機材調達と、3 つに分けられる。さらにコミ開無償は予備費を考慮していない。これらの

点を踏まえてパッケージ化について概略設計調査時に検討する。 
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(10) 事業効果 

 予備調査において、車輌走行速度やラフネス、交通量などを測定済である。事業効果の定量化を

計るため、事業実施後にこれらの調査を再度行い。事業効果を確認することが可能となる。また、

本格調査において、下表に示すような事業成果指標（案）をさらに検討することが望ましい。 

表 3-5-15  事業効果測定指標に関する成果指標（案） 

事業効果 
測定指標（案） 

指標の整理方法 成果指標 

道路改修整備により利用者が得る便益を道路改修建設の前後に
よる起終点 2 地点間の走行時間費用の差として算出する。 

時間費用節約便益（TTC）

通行所要時間 
交通運用対策により利用者が得る便益を交通運用対策の前後に
よる対象区間の走行時間費用節約として算出する。 

時間費用節約便益（TTC）

輸送コスト 
道路改修整備により利用者が得る便益を路面補修の前後による
対象区間の車両走行費用を通行台数に車種別走行便益ユニット
コストを乗じて算出する。 

走行費用節約便益（VOC）
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